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動産浮動抵当権はどう行使すべきか
事実経緯

　ある服装会社（以下、「A社」という）は、製品の売れ行きの好調で生産規模を拡大するために、2004年12月15日、ある銀行（以下、「B行」という）と貸付金100万元の抵当契約を締結し、貸付期間6ヶ月、月利890元と約束した。A社は生産ライン及び在庫の原材料と製品を抵当担保に供した。B行は在庫の原材料と製品の正常な回転使用を認めたが、その原材料と製品の一定数量の常時在庫をA社に保証するよう求めた。B行は、A社と共同で地元の工商管理局に登記を行った後、A社に貸付金100万元を提供した。

　3ヶ月後、B行はA社の経営悪化による在庫の原材料と製品の減少を発見した後、直ちに行員を派遣して倉庫の差押えを行い、原材料と製品の出庫を止めた。同時に、B行はA社に対し、貸付金を返済するか、又は更に相応しい資金を担保に提供するよう要求した。然し、A社は貸付金の返済も、担保の提供もできないと返事した。

　故に、B行は裁判所に提訴し、A社の生産ラインと在庫の原材料と製品に対する抵当権を優先的に実現するよう請求した。

判決

裁判所の開廷審理際、B行は、A社の経営不振で貸付金の返済ができない状況によって、その供した抵当物に優先的に求償を求めた。一方、A社はB行との貸付金抵当契約を認めたが、その供した抵当物が法律に抵触したため、抵当条項が無効であると主張した。

裁判官は、本案の争議に関して、「物権法」第181条に含まれた、①動産浮動抵当の設定は書面による協議を用いなければならないこと、②適用主体は企業、個体工商戸及び農業生産経営者を含むこと、③動産浮動抵当の目的物は現在所有する及び将来的に取得できる生産設備、原材料、半製品と製品という動産に限られているという成立要件を有しており、その上、「物権法」第189条に基づき、抵当者所在地の工商行政管理部門に抵当権の登記を行ったことに鑑み、浮動抵当権は有効的に設立されると見做されるべきであるものとして、A社の主張を退け、B行によるA社の供した抵当物に対する優先的な求償権を支持するという判決を下した。

コメント

浮動抵当権の利と弊
浮動抵当は、既有または将来的に取得する財産を目的物とする担保物権制度として、担保の財産範囲を拡大する。抵当権人が抵当権を行使する前、浮動抵当人は被抵当財産の処分権を有し、正常な経営及び融資の需要に対応できる。

（２）浮動抵当人が自由に被抵当財産を処分する権利を有することは抵当目的物の不安定性を齎し、担保権人はその利益が不安定な状況に置かれ、その利益の実現に不利になる。

２、浮動抵当権の実現方式は通常抵当の実現方法とは異なっている。浮動抵当権の実現には抵当権人は裁判所に申請する必要である。裁判所は受理審査を経て、浮動抵当権の決定を下し、抵当人の総財産を差し押さえる公告を配布する。


厳重違法信用喪失企業リスト管理暫定弁法
　

国家工商行政管理総局は2015年12月30日より「厳重違法信用喪失企業リスト管理暫定弁法」（以下、「本弁法」という）を公布し、2016年4月1日より施行する。「本弁法」は21条で構成される。その概要を以下の通り取りまとめます。

厳重違法信用喪失企業の定義

厳重違法信用喪失企業とは、工商行政管理法律、行政法規に違反し、情状厳重な企業を指すもの。

厳重違法信用喪失企業のリスト管理組織

国家工商行政管理総局と県レベル以上の国家工商行政管理部門はそれぞれ管轄エリアにおける厳重違法信用喪失企業リスト（以下、「ブラックリスト」という）の管理業務に責任を持つ。

ブラックリストの掲載条件

企業は「本弁法」第五条第一款に掲げる事項のいずれかに該当すれば、県レベル以上の工商行政管理部門はそれをブラックリストに取りいれるものとする。

（１）経営異常名簿に取り入れられ、3年以上を過ぎても、関連の義務を果たさないこと

（２）偽造資料を提供したり、その他の詐欺手段を取り、重要な事実を隠したり、会社変更または取消登記を取得したことによって、登記を抹消されたこと

（３）口コミ商法を組織し、或いは口コミ商法に便利条件を提供したため２年間以内に３回以上の行政処罰を受けたこと

（４）直販の違法行為で2年間以内に３回以上の行政処罰を受けたこと

（５）不当競争行為で2年間以内に３回以上の行政処罰を受けたこと

（６）提供した商品またはサービスは人身、財産安全の要求を満たさず、人身傷害など消費者権益の厳重な侵害の違法行為を引き起こし、２年間以内に３回以上の行政処罰を受けたこと

（７）虚偽広告を配布し、2年間以内に３回以上の行政処罰を受け、或いは消費者生命健康に関わる商品またはサービスの虚偽広告を配布し、人身傷害、またはその他の厳重な社会悪影響を引き起こしたこと

（８）商標侵害行為で5年間以内に２回以上の行政処罰を受けたこと

（９）商標代理業務の停止を決定されたこと

（10）国家工商行政管理総局規定のその他の工商行政管理法律、行政法規に違反し且つ情状厳重なこと

ブラックリストの掲載、取外し
（１）国家工商行政管理総局または省レベル工商行政管理部門は「本弁法」第五条第一款に掲げる事項のいずれかに該当すれば、厳重違法信用喪失企業をブラックリストに掲載、または取消すことに責任を持つ。

（２）国家工商行政管理部門によって決定されたブラックリストリストの掲載内容に企業名称、統一社会信用コード/登録番号、掲載期日、掲載事由、権利救済の期限及びルート、決定を下した機関を含まれる。

（３）国家工商行政管理部門は、ブラックリストに入った企業の情報記録を当該企業の公示情報に掲載し、且つ企業信用情報公示システムを通じて統一公示しなければならない。

（４）ブラックリストに掲載された企業はその掲載日から5年間満了までに「本弁法」第五条第一款に掲げる事項のいずれかをも再発しない場合、管轄権のある工商行政管理部門はブラックリストから取り外すものとする。

５、異議の申し入れ

ブラックリストに掲載された企業は、その掲載に対して異議がある場合、公示した日から30日以内に、決定した工商行政管理部門に書面で申し入れ、工商行政管理部門は５日勤務日以内に受理可否を決めなければならない。

６、ブラックリスト掲載企業への重点監督

（１）重点的な管理監督の対象とすること

（２）「本弁法」第五条第一款に掲げる事項のいずれかに該当する企業法人代表者、責任者は3年以内にその他の企業の法人代表者、責任者を任ずることができないこと

（３）「契約を守り信用を重んずる」企業公示活動の申請不許可

（４）関連栄誉称号を授与しないこと

　　


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家工商行政管理総局の「厳重違法信用喪失企業リスト管理暫定弁法」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2016/04/01

	2
	税関総署の「輸出入貨物申告書修正及び撤回業務ペーパーレス化関連事項に関する公告
	2015/12/02

	3
	最高裁、最高検の「生産安全を危害する刑事事件取扱の法律適用若干問題に関する解釈」
	2015/12/16

	4
	国家税務総局の「2016年度関税実施方案に関する公告」
	2016/01/01

	5
	全人大の「中華人民共和国人口と計画生育法」
	2016/01/01

	6
	国家税務総局の「営業税を増値税課税に変更するテスト期間における増値税問題に関する公告」
	2016/02/01

	7
	国家税務総局の「「税務行政復議規則」の修正に関する決定」
	2016/02/01
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注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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